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長井：まず最初に、エントラストジャパンの

成り立ちや背景からお聞かせ下さい。

田尾：もともとセコム株式会社がエントラス

トの日本市場での独占権を得たのですが、

PKI（公開鍵インフラ）が重要な社会的イン

フラであることから、17社の合弁会社とし

て1982年12月にエントラストジャパンを設

立しました。セコムが46パーセントを所有

していましたが、この10月に、米エントラ

ストが34パーセント、セコムが35パーセン

トと変更しました。

長井：9月11日の同時多発テロ以来、企業

はデータやネットの防衛で再度セキュリテ

ィーに注目する動きがありますね。

田尾：物理的なセキュリティーを突破した

究極のテロであると同時に、サイバーテロ

も活発化しています。リアルとサイバーの

両面のセキュリティーという点で、社会に

大きな衝撃を与えた象徴的な事件だった

と思います。今後、ビル崩壊で損害を受け

た金融機関などがシステムを再構築する際

に、リアルとサイバーともに最高のセキュリ

ティーを保たないと危険だという認識が、

全世界に波及したと思います。

長井：PKIとその背景を教えてください。

田尾：PKIが実用段階に入ったのは最近

のことですが、20年前まで遡る数学の理

論が元になっています。ネットワーク社会

以前には、暗号で情報交換するためには

両者が乱数表を持ち、それをもとに書かれ

た情報を同じ乱数表で解読する方法が使

われていました。しかし、ネットワーク社会

では会ったこともない人どうしが相手を確

認して通信しなければなりません。こうし

た問題を解決するのがPKIです。個人が

公開キーと秘密キーを持ち、この関係によ

って安全に情報がやり取りされるのです。

長井：PKIにはデータの暗号化や電子署

名、認証局などの要素がありますが、それ

ぞれを分かりやすく教えてください。

田尾：電子署名は本人が書いたことを証明

する印鑑のようなもので、なりすましや改

ざんを防ぐ仕組みになっています。認証局

は、公開キーを登録する機関で、印鑑登

録を行う役所のようなものですが、判定基

準を満たせば民間企業が運営できます。ま

た、認証局はキーの変更やデータの削除

なども行っています。

PKIとは、これら全体を運用管理する仕

組みそのものを指します。サーバーやア

ルゴリズムはPKIの部品に過ぎません。暗

号化にはいろいろなアルゴリズムがありま

すが、世界中で使うためにデファクトスタ

ンダードを使っています。

長井：公共電子サービスやオンラインショ

ップ、企業間取引などの分野で、PKIはど

# 1 5  T a o  Y o u i c h i

エントラストジャパン株式会社　代表取締役社長

たお・よういち：セコム株式会社の取締役（現任）の後、東京インターネット株式会社、セコム情報システム株式会社、エ

ントラストジャパン株式会社、セコムトラストネット株式会社の代表取締役社長を務める。「πの歴史」（蒼樹書房）など、著

書・訳書も多数。

ブロードバンドやワイヤレス、IPv6に
対応したPKIの開発を ――田尾陽一( )

ビジネスインフラの
旗手たち

Text:長野弘子
Photo:Nakamura Tohru (mermaid)

インターネットマガジン／株式会社インプレスR&D
©1994-2007 Impress R&D



+++ iNTERNET magazine +++ 233

のように運用されていますか？

田尾：オンラインショップの分野では、商

品が届かない、カード番号が盗まれるなど

の犯罪が増加しています。サイトの信頼性

を証明する電子証明書を発行することで、

犯罪を減らして消費者が安全に買い物が

できるようになります。

また、企業間取引ではeマーケットプレ

イスを利用した調達システムや販売網の拡

大が増加しています。しかし、リスクもあ

り、取引も非常に高額なため、PKIを使う

のが世界の常識になりつつあります。

行政では、2003年までにサービスをす

べてネットで提供する計画を立てていま

す。そのためにPKIを利用した本人確認

や内容の完全性、受理通知や許可の通達

などのシステムが開発されています。

長井：PKIもインターネットと同様に国境を

越えて利用されると思いますが、法整備に

おける世界との連動はどの程度進んでい

るのでしょうか？

田尾：現在は国ごとに法整備がなされて

いますが、世界での相互運用性を高める

という点では各国ともに一致しています。

「アジアPKIフォーラム」では日本、韓国、

シンガポール間の相互運用性を高める実

験を行っており、今後は中国、台湾、オー

ストラリアも参加し、米国やEUのPKI団

体との協議も進んでいます。

長井：ブロードバンド時代には、PKIの意

義はどうなるのでしょうか？

田尾：家庭も常時接続になると、ネットワ

ーク犯罪やウイルスなどの危険性が高くな

ります。ですから、セキュリティーを考慮し

ないと、社会的な大混乱が起こるでしょう。

そこでPKIがますます重要な役割を担う

と思います。

ほかにも、ワイヤレス接続のブロードバ

ンド化や、IPv6によるアドレス空間の拡大

などを見通したPKIの開発が重要だと思

います。

長井：PKIの今後の方向について教えてく

ださい。

田尾：今後、ネットワーク化が急速に進む

なかで、生活を快適にしてビジネスを発展

させるためには、公共も民間も高いセキ

ュリティーを保つことが不可欠だと思いま

す。エントラストは、カナダ政府から全国民

2500万人のPKIシステムを受注していま

す。シンガポールにも国民認証が存在し、

米国もテロ事件以降は国民認証を考慮し

ています。閉鎖された管理社会にするの

ではなく、効率化を進めて快適な生活を

送るためのスタンダード作りや、相互運用

性の確立が不可欠だと思います。

長井：ありがとうございました。

インターネットと同様にPKIも国境を
越える――長井正利( )

ながい・まさとし：iDCイニシアティブ発起人の1人。サン・マイクロシステムズを経て、2001年8月にエントレージ・ブロー

ドコミュニケーションズ株式会社を設立。ソフトバンク・イーシーホールディングス常務や、政府の情報通信審議会専門

委員にも就く。
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長井：日本ボルチモアテクノロジーズには

多くの企業が出資されていますが、その背

景を教えてください。

春日原：日本ボルチモアテクノロジーズに

は88社の株主がいます。これには、合併

買収を繰り返して大きくなったため、その

過程で株主が加わったという背景がありま

す。親会社のボルチモアテクノロジーズ

PLCが6割を所有していますが、88社の株

主が支えている中立性の高い企業である

と思っています。

長井：日本でも2001年4月に電子署名法が

施行され、セキュリティーへの関心が高ま

っています。危機管理面では何が一番脅

威になりますか？

春日原：やはり一番怖いのはテロだと思い

ます。昔のムラ社会では、誰がいい人か悪

い人かは一目でわかるわけです。しかし、

合理性を追求して経済がグローバル化す

るなかで、人もお金も流動化が激しくなり、

どこから流れ込んでいるかわからなくなっ

ています。日本も例外ではなく、転職など

で人の流動が激しく、内部の人間でも誰か

がわからない状態になりつつあります。そ

うした社会では、ファイアーウォールで外

部からの侵入を防ぐだけでは安全とは言

えません。そこで、個人を認証し、個人が

アクセスできる情報の範囲を管理すること

が、企業や政府で必要になってきます。

長井：御社のPKI製品やサービスを具体

的に教えてください。

春日原：まず、電子証明書を発行するサー

バー「UniCERT」がわれわれの主力製品

です。また、認証局

センターがあり、シス

テムを安全に管理す

るためのホスティング

サービスも提供して

います。企業としては新たな技術スタッフ

を雇う必要なしに、セキュアな環境を保て

ます。

個人認証のほか、ネットワークを行き交

うデータが誰に作られたか、改ざんされて

いないかなどのデータ自体の信頼性を確

認するコンテンツセキュリティーも提供して

います。

長井：電子政府のセキュリティー基盤を提

供するうえで、とくに気をつける点はあり

ますか？

春日原：国土交通省では公共調達にかか

わる電子入札を開始していますが、帝国

データバンクが業務を受託し、われわれが

システムを運用しています。電子入札に参

加したい企業は、入札資格書の代わりに

なるICカード型の電子証明書を取得しな

ければならず、そのためには帝国データバ

ンクの最寄りの窓口で、登記簿謄本や本人

確認用のIDなどを申込用紙とともに提出

する必要があります。また、三重県の電子

認証システムの運用にもNTTコミュニケ

ーションズとかかわっておりますし、今後

は、電子化がますます進むと思います。

その際、一番怖いのはサイバーテロによ

り社会的な機能が麻痺することです。2005

年にはGNPの数パーセントを占めると予

測される電子商取引において、IDとパス

ワードだけで取引するのは非常に危険で

かすがはら・しん：コンサルティングファームを経て、株式会社エヌ・エス・ジェーに勤務、経営戦略担

当取締役副社長などを務める。2000年に過半数株式をボルチモアテクノロジーズ社が取得し、日本

ボルチモアテクノロジーズ株式会社に社名を変更すると同時に、代表取締役社長に就任。

法律の裏づけを得て日本の電子認証が
本格化する ――春日原森( )
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あり、PKIを通した安全な社会基盤を作っ

ていく必要があります。

長井：戦略的に重視している市場はどこ

ですか？　また、日本の電子認証市場はど

のくらい成熟していると思いますか？

春日原：日本市場はまだ40億～50億円の

規模で、100億円に満たない市場だと思い

ます。比較的ゆるやかに成長してきました

が、2001年4月の電子署名法により法律上

の裏付けができたので、これから本格化し

ていくだろうと思います。

ただし、電子認証システムの上に乗るア

プリケーションがそれほど成熟していない

という問題もあるので、われわれは垂直市

場をターゲットにしたアプリケーションの

開発に力を入れています。戦略的には政

府自治体、金融機関、医療関係、コンテン

ツ配信分野を重視しています。

長井：日本と欧米を比較した場合はどうで

しょうか？

春日原：電子認証という分野は、各国の文

化や国民性の違いによって導入の仕方が

まったく異なっています。たとえば、米国

では確定申告をネット上で行えますが、社
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impress TVでも放映 impress.tv

会保障番号、ID、パスワードを入力するだ

けで、電子認証は使いません。それは、こ

の方法で安全な

ので電子認証は

必要ないという国

民のコンセンサス

があるからです。

一方、オーストラリアでは、ほとんどの政

府機関や自治体で電子認証を導入してい

ます。日本には社会保障番号はないので、

ネット上で個人認証が必要だという方向に

なると思います。

長井：文化や国民性の違いが色濃く反映

されていますが、そういう違いを乗り越え

てPKI市場は成長すると思います。今後の

取り組みについて教えてください。

春日原：日本ボルチモアの取り組みとして

は、より一層日本化して行かなくてはいけ

ないと思っています。日本政府のプロジェ

クトをわれわれはやっているわけですか

ら、電子認証そのものをまず普及させるこ

とを念頭に置いて、毎月3～4回は電子認

証に関するセミナーを開いています。

長井：ありがとうございました。

国や文化の違いを乗り越えて
PKI市場は成長する――長井正利( )
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